
 

 

                                         

様式第1号(第4条関係) 

 

補助金等取扱基準 

補助金等の名称  諏訪市店舗等立地促進補助金 

補助事業等の 

目 標 

 市内において店舗等の新設等をした者に対して、店舗等の新設等に伴い発

生する固定資産税相当額を補助することにより、店舗等の立地促進を図ると

ともに、雇用の創出及び拡大と地域活性化を目指す。 

補助事業等の 

対 象 者 

 市内において店舗等の新設等をした者であって、次のいずれにも該当する

もの 

 (1) 統計法（平成19年法律第53号）第2条第9項に規定する統計基準である

日本標準産業分類に基づく次の表に掲げる事業を営む者であること。 

大分類 中分類 小分類 

Ｄ 建設業 全て  

Ｆ 電気・ガス・熱供

給・水道業 
全て  

Ｇ 情報通信業 全て 391ソフトウェア業は除く。 

Ｈ 運輸業 

  （郵便業は除く。） 
  

Ｉ 卸売業、小売業 全て  

Ｍ 飲食サービス業 

  （宿泊業は除く。） 
 

766バー、キャバレー、ナイ

トクラブは除く。 

 (2) 諏訪市工場等立地促進条例（平成19年諏訪市条例第3号）の規定によ

る助成金の交付対象者でないこと。 

 (3) 店舗等の新設等に係る投下固定資産総額が5,000万円以上となるこ

と。 

 (4) 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める要件を満たすこと。 

  ア 市内に店舗等を有しない者が店舗等の新設等をする場合 市内在

住の常時雇用者を3名以上雇用していること。 

  イ 市内に店舗等を有する者が店舗等の新設等をする場合 市内在住

の常時雇用者を新たに3名以上雇用すること。 

 (5) 次のいずれにも該当しないこと。 

  ア 諏訪市暴力団排除条例（平成24年諏訪市条例第20号）に規定する暴

力団、暴力団員又は暴力団関係者であること。 

  イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律

第122号）第2条第1項に規定する風俗営業を行う者であること。 

  ウ その他市長が不当と認める事業を行う者であること。 

 (6) 市税等に係る手続きの不備及び滞納がないこと。 

 (7) 開業に際して必要な資格、許可等を有していること。 

補助対象経費 
 店舗等の新設等により所有した家屋及び当該家屋に係る土地に対して課

せられた固定資産税相当額 



補助金等の額 

及びその算定 

方法又は補助率 

 次の表の左欄に掲げる年度区分に応じ、それぞれ同表の右欄の額とする。 

初年度 補助対象経費の100/100 

2年度 補助対象経費の80/100 

3年度 補助対象経費の60/100 

備考 

1  家屋については、当該店舗等において営業を開始した日以後初めて固定

資産税が課せられる年度を初年度とする。 

2  土地については、土地の取得をした日以後初めて固定資産税が課せられ

る年度を初年度とする。 
【補助金等の額が5万円未満、補助率が補助対象経費の1/2を超える場合の理由】 

 効果的に店舗等の立地促進を行うために必要であるため 

補助事業等の 

評 価 

 補助事業者から提出された実績報告書等の書類をもとに、担当部署により

補助事業の効果を評価する。 

補助事業等の 

開 始 時 期 
 平成28年4月1日 

補助事業等の 

終 了 時 期 

 令和11年3月31日 

【終了時期が3年を超える場合の理由】 

 家屋及び土地の取得には、準備等も含め相当の期間が必要であるため 

情 報 の 

公表の方法等 
 補助金の交付件数、交付金額、評価内容等を市ホームページにて公表する。 

そ の 他 

1  この取扱基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

 (1) 店舗等 店舗、事務所その他の事業を営むために設置した施設（現に

事業を営むために使用していないものを含む。）をいう。 

 (2) 新設等 店舗等を新設、移設、増設又は取得することをいう。 

 (3) 投下固定資産総額 店舗等の新設等のために要した地方税法（昭和2

5年法律第226号）第341条第3号に規定する家屋（居住の用に供する部分

を除く。）及び同条第2号に規定する土地の取得価格の合計額をいう。 

 (4) 常時雇用者 補助事業等の対象者が直接雇用した健康保険法（大正1

1年法律第70号）及び雇用保険法（昭和49年法律第116号）の規定による

被保険者をいう。 

2  補助金の交付を受けている者は、補助を受けている期間は、当該店舗等

で営む事業に係る市内在住の常時雇用者の数が3名以上でなければならな

い。 

3  補助金の交付を申請する店舗等の新設等について、市の他の補助制度に

より補助を受けている場合は、この取扱基準による補助金の交付の対象か

ら除くものとする。 

4  土地については、当該土地の取得をした日から起算して2年を経過する

日の属する年の翌年の1月1日までに、当該取得した土地において店舗等の

新設等をし、かつ、同年3月31日までに当該店舗等において営業を開始し

た場合に限り、補助金の交付の対象とする。 

5  補助金の交付を受けようとする者は、補助金の交付を受ける年度の1月

20日までに提出書類欄に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

6  補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付決定後に申請内容に変更

が生じたときは、速やかに諏訪市補助金等交付規則に定める補助事業等変



更等申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1) 変更が生じた内容が確認できる書類 

 (2) その他市長が必要と認める書類 

7  補助金の交付決定を受けた者は、補助事業が完了したときは、速やかに

諏訪市補助金等交付規則に定める補助事業等実績報告書に次に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1) 補助金の振込先の口座番号、口座名義、金融機関名及び支店名が記載

されている通帳の写し又はこれに類する書類 

 (2) その他市長が必要と認める書類 

提 出 書 類 

申請時の提出書類 

 (1) 諏訪市店舗等立地促進補助金交付申請書（様式第2号-1） 

 (2) 新設等事業概要書（様式第2号-2）（初年度の申請に限る。） 

 (3) 投下固定資産総額に係る固定資産税額等算出表(様式第2号-3) 

 (4) 雇用状況確認表（様式第2号-4） 

 (5) 店舗等の設計図及び位置図（初年度の申請に限る。） 

 (6) 店舗等の新設等に係る土地の公図及び土地売買契約書の写し（初年度

の申請に限る。） 

 (7) 登記事項証明書の写し及び定款の写し（法人による初年度の申請に限

る。） 

 (8) 固定資産税課税明細書等の写し 

 (9) 営業許可証等の写し 

 (10)その他市長が必要と認める書類  
諏訪市補助金等交付規則に定める様式を除く。 

担 当 部 署  諏訪市 経済部 商工課 商業振興係 

平成28年 4月 1日 制定   

平成29年 3月29日 一部改正（平成29年 4月 1日 施行） 

平成30年 3月16日 一部改正（平成30年 4月 1日 施行） 

令和 5年 3月15日 一部改正（令和 5年 4月 1日 施行） 

 


